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ＩＣＴを活用した新たな街づくり 

新ＩＴ戦略工程表 東日本大震災復興基本方針 

まちづくりと一体となった国民が安心して利用
できる災害に強い情報通信ネットワークの構築 

防災対策の観点を踏まえた新たなまちづくりの
基盤となる重層的な情報通信基盤の整備 

地方公共団体をはじめ幅広い分野へのクラウド
サービスの導入推進などＩＣＴの利活用促進 

被災地域の地方公共団体と住民が円滑にコミュ
ニーションできる環境の確保 

今次震災における課題 

情報通信インフラの損壊 

戸籍簿･カルテ･指導要
録等の流失 

我が国が抱え、今後深刻化する地域的・社会経済的な諸課題の解決に寄与 

広域避難による地域の絆
の維持困難化 

ＩＣＴを活用した 
新たな街づくり 

行政･医療･教育等におけるクラウドサービス等
による社会インフラの高度化・耐災害性の向上 

被災者への正確･迅速･継続的な支援情報の提供、
避難住民等のコミュニケーション環境の確保 

ＩＣＴの利活用を促進することにより経済活性化・雇用創出等の新たな成長に寄与 

被災地でＩＣＴを実装導入した「街」を“ＪＡＰＡＮモデル”としてグローバルに展開 

複数の街にまたがる
広域連携も実現 

災害に強いワイヤレスネットワーク、コミュニケーションを円滑にするブロードバンド、社会インフラの高度化
等のためのクラウドサービス、センサネットワーク等を組み合わせたＩＣＴパッケージの実社会への適用 

（例） 

（例） 

（例） 

（例） 

エネルギー供給の不安定化 スマートエネルギーシステムの導入、スマート･
コミュニティ等の被災地への先駆的導入 
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■ ＩＣＴは、少子高齢化、生産年齢人口の減少、社会インフラの老朽化、地球温暖化等の諸課題の解決に 

 不可欠。また、国民生活上の重要なライフラインとして、我が国の成長を牽引。 

■ 東日本大震災からの復興においては、ＩＣＴをパッケージ化して実社会に適用することにより、災害に強 

 く安心して暮らせる街、環境にやさしいエコな街、新たな産業・雇用を創り出す街等を実現することが求め  

 られている状況にある。 

■ 以上を踏まえ、ＩＣＴを活用した新たな街を実現することを目的として、総務大臣主宰の懇談会を開催し、 

 ＩＣＴを活用した新たな街づくりの在り方やその実現に向けた推進方策について検討する。さらに、ＩＣＴを 

 活用した新たな街づくりモデルを作成してグローバル展開を図ることにより、東日本大震災からの復興 

 及び日本再生に寄与する。  

本懇談会の概要 

開催目的 

 

（１） ＩＣＴの現状と今後のＩＣＴの進化の方向性 

（２） ＩＣＴを活用した新たな街づくりの在り方 

（３） ＩＣＴを活用した新たな街づくりの実現に向けた推進方策・グローバル展開方策 

主な検討事項 

 
■ ２０１１年１２月～２０１２年６月頃 

検討スケジュール 
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今後の検討スケジュール 

平成２３（２０１１）年 平成２４（２０１２）年 

１２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 
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第１回 第２回 第３回 第４回 

最終取りまとめ 発足 

地域の利用者との双方向コミュニケーションを図る観点から、 
適宜、地域懇談会を開催し、その結果を懇談会に報告 

●ＩＣＴを活用した  

 新たな街づくりの 

 コンセプトの検討 

●2015/2020年 

 までの発展シナリオ 

●実現にあたっての 

 課題の明確化 

●実現による経済的 

 効果・社会的効果 

●グローバル展開 
 方策 

●実現のための推進 
 方策 

※ 

懇談会 

地域 

懇談会 

※ ＷＧを設置し適宜開催 

※ ※ 



検討の進め方 

必要に応じて開催し、
関係者を集め、 
意見交換を実施 

国民 

インターネットを 
活用して意見を募集 

地方自治体 ＮＰＯ 
地域 

ベンダー等 

地域懇談会 

地域住民 地域経済界 

■ ＩＣＴを活用した街づくりのコンセプトや今後の推進方策を検討するワーキンググループ 

 として「検討部会」（仮称）を設置。 

■ 利用者の声を反映する観点から、地方に出向き、「地域懇談会」を開催。 

■ インターネットを活用して国民の声を広く募集。 

■ 必要に応じ、関係者を集め、「ワークショップ」を開催。  

公開ワーク 
ショップ 

ＩＣＴを活用した街づくりと 
グローバル展開に関する懇談会 
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地域懇談会 地域懇談会 

ワーキンググループ 
「検討部会」（仮称） 



本懇談会の構成員 

オブザーバ 

石原 邦夫 東京海上日動火災保険（株）取締役会長   

岩沙 弘道 三井不動産（株）代表取締役会長 

岡 素之 住友商事（株）代表取締役会長 

清原 慶子 東京都三鷹市長     

小宮山 宏 （株）三菱総合研究所理事長 

須藤 修 東京大学大学院情報学環教授 

徳田 英幸 慶應義塾大学環境情報学部教授 

村上 輝康 （株）野村総合研究所シニア・フェロー 

内閣官房（ＩＴ担当室） 

総務省（自治行政局地域情報政策室） 

国土交通省（都市局都市政策課） 
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経済産業省（商務情報政策局情報経済課） 

農林水産省（大臣官房統計部管理課） 

（敬称略。50音順） 



「検討部会」（仮称）の構成員 

(株)ＮＴＴデータ 

ＫＤＤＩ(株) 

情報通信研究機構 

一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会 

住友商事(株) 

ソフトバンクテレコム(株) 

つくば市 

東京海上日動リスクコンサルティング(株) 

(株)東芝 

日本アイ・ビー・エム(株) 

（社）日本経済団体連合会 

（社）日本ケーブルテレビ連盟 
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（50音順） 

日本電気(株) 

日本放送協会 

(株)野村総合研究所       

パナソニック(株) 

東日本電信電話(株) 

(株)日立製作所 

富士通(株) 

三鷹市 

三井不動産(株) 

(株)三菱総合研究所 

横須賀市 

オブザーバ 

内閣官房（ＩＴ担当室） 

総務省（自治行政局地域情報政策室） 

国土交通省（都市局都市政策課） 

経済産業省（商務情報政策局情報経済課） 

農林水産省（大臣官房統計部管理課） 
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